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１．企１．企１．企１．企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況    
    
当社及び関係会社（子会社 191 社及び関連会社 69 社）は、鉄鋼関連事業、アルミ・銅関連事業、

機械関連事業、建設機械関連事業、不動産関連事業、各種サービス事業等多岐にわたる事業を展開
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２．経





カンパニーの長またはこれに準ずる者で構成することといたしました。 

また、業務の執行につきましては、業務執行の中核は、株主の皆様及び取引先等関係者に対し

法的責任を負う取締役が担うべきであり、これが株主の皆様からの付託に応える最適の方法であ
ります。従いまして、主要な事業部門の場合、業務執行を統括するのは取締役であり、その指揮

の下で執行役員が業務の執行を分担することといたしました。当社の執行役員は、委員会等設置

会社の執行役とは異なり法定の機関ではありませんが、取締役によって選任され、取締役会から
委嘱された業務を執行する重要な役職であると位置付けております。 

このような経営の意思決定、業務執行の体制を構築する一方、本年６月開催の定時株主総会で

の承認を経て、社外監査役を 1名増員し、監査機能を一層強化することで企業統治の実効性を高
めてまいりました。この結果、監査役は５名となり、うち４名が社外監査役となりました。なお、

社外監査役と当社との間に、取引関係その他の利害関係はありません。 

 





備投資に一部改善の兆しがあるなど、景気持ち直しに向けた動きが見られたものの、回復を実感

するには至りませんでした。 
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その他の事業その他の事業その他の事業
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キャッシュ･フロー指標の推移は、次のとおりであります。 

 

 
平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 

平成 15 年度 

中間期 

年鉄96
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（1）中間連結損益計算書　 (単位:百万円)

577,370 587,046 9,676 1,204,749

△481,676 △483,058 △1,382 △1,001,418

95,694 103,988 8,294 203,331

△61,178 △61,960 △782 △122,277

34,516 42,027 7,511 81,053

16,632 16,342 △289 36,494

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,104 1,185 81 2,871

そ の 他 15,528 15,157 △371 33,623

△41,104 △40,849 254 △82,106

支 払 利 息 △15,126 △13,333 1,793 △29,725

そ の 他 △25,977 △27,516 △1,538 △52,380

10,044 17,520 7,476 35,442

19,709 9,007 △10,701 24,164

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,440 5,520 △919 6,355

退職給付過去勤務債務償却 3,487 3,487 － 6,975

特 別 修 繕 引 当 金 戻 入 額 5,912 － △5,912 5,912

事 業 譲 渡 益 2,351 － △2,351 2,387

固 定 資 産 売 却 益 1,517 － △1,517 2,533

△18,517 △9,351 9,165 △43,602
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（2）中間連結剰余金計算書

△ 5 － 5 △ 22

－ △ 130 △ 130 －

△ 433 △ 562 △ 129 △ 451

△ 58,087 20,820 78,908 △ 61,709
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支 払 利 息 15,126 13,333 △ 1,793 29,725 
投 資 有価証券売却損益（益：△） △ 6,440 △ 5,520 919 △ 5,143 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 　　　　  －  　　　　  －  　　　　  －  11,279 
持 分 法 投 資 損 益 （ 益 ： △ ）
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［有価証券関係］ 
 

１．時価のある有価証券 

(1)満期保有目的の債券 （単位：百万円） 

前中間期末 前期末 当中間期末 

取 

腫嫁 繕63
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［デリバティブ取引関係］ 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 
 

 (1)通貨関連  （単位：百万円） 

前中間期末 前期末 当中間期末 
種 類 契約額

等 
時 価 

評価 
損益 

－

 

 Δ86   274 
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（３）海   外   売   上   高

前 中 間 期 (平成14年4月1日から平成14年9月30日まで)
(百万円)

ア ジ ア 北  米 その他の地域 計
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（１）事業の種類別売上高
（単位：百万円）

摘　　　　要 前中間期 当中間期 増減率 (％) 前  期

鉄 鋼 関 連 事 業 252,492  265,118  5.0  523,474  

アルミ・銅関連事業 128,093  122,831  △ 4.1  248,040  

機 械 関 連 事 業 98,357  83,495  △ 15.1  216,216  

建設機械関連事業 73,330  93,260  27.2  157,398  

不 動 産 関 連 事 業 そ 菥

合 計 6 6 , 9 7 4   7 9 , 2 9 8   1 8 . 4   1 5 5 , 5 3 4   

注注注及及及
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平成



＜単独＞

（１）損益計算書

Δ30,895 Δ31,455 Δ559 Δ62,402

22,194 26,278 4,084 52,258

23,794 20,780 Δ3,013 43,705

6,278 4,796 Δ1,481 9,094

17,516 15,984 Δ1,532 34,610

Δ38,569 Δ38,879 Δ310 Δ75,699

Δ10,885 Δ10,029 856 Δ21,462

Δ27,683 Δ28,850 Δ1,166 Δ54,236

7,42

－ － － Δ1,204

8,742 7,846 Δ895 Δ151

∵ ）未処分利益
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

(ｱ) 子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価基準 

(ｲ) その他有価証券 時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等による時価基準（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価基準  

  (2) デリバティブ・・・時価基準 

 (3) たな卸資産・・・・鉄鋼・溶接部門の加古川・神戸の２製鉄所及びアルミ・銅部門の長府・真岡の２製造所並びに秦野
工場の製品、半製品、原材料、仕掛品は後入先出法、鉄鋼・溶接部門の高砂鋳鍛鋼工場及び機械部門

ております。 

３．引当金の計上基準 

  (1) 貸 倒 引 当 金・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 製品保証等引当金・・機械部門の産業機械及び鉄鋼・溶接部門の鋳鍛鋼品並びにチタン製品の販売後の保証費用の支出
当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
会計基準変更時差異は、5年による均等額を費用処理しております。過去勤務債務は、その発生

時における会計基準変更時差異の残存費用処理年数で均等に償却しております。数理計算上イ , サ為替予約を振り当てたものを除き、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。 








